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◎議案補充説明 

（１）議案第１４号「令和７年度三重県一般会計予算」（関係分） 

（２）議案第２５号「令和７年度三重県港湾整備事業特別会計予算」 

（３）議案第２９号「令和７年度三重県流域下水道事業会計予算」 

 

 

県土整備部 
 

令和７年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 
 

令和７年度当初予算では、労務単価及び資材価格の高騰を踏まえて公共事業予算を

確保し、生産性向上や効率化のためのデジタル化及び脱炭素社会の実現に向けたグリ

ーン化の観点を取り入れつつ、次の３点を柱に、令和６年度国土強靱化等補正予算と

合わせて切れ目なく取組を進め、施策効果の早期発現を図ります。  

 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

能登半島地震の気づきを踏まえて南海トラフ地震対策の強化に向けた取組を進めま

す。直接被害を防ぐための対策として、住宅耐震化の促進や河川・海岸堤防等の耐震

化等を推進するとともに、救助・救急活動が迅速に行われるための対策として、「命

の道」となる代替路の整備や緊急輸送道路等の機能確保、道路啓開の迅速化、災害応

急資材の確保、港湾施設の機能確保等の対策を進めます。災害時の公衆衛生問題等へ

の対策として、下水道施設の耐震対策やマンホールトイレの整備等を進めます。大規

模災害を想定した各種訓練の実施を進め、災害対応力の向上に取り組みます。 

また、気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害に備えるために流域治水対

策事業を推進するとともに、気候変動を踏まえた河川整備計画等の見直し推進や特定

都市河川の指定制度の活用等、「流域治水プロジェクト」に基づく取組の本格的な展

開を着実に推進します。 

さらに、インフラのメンテナンスサイクルを着実に実施し老朽化対策を推進すると

ともに、道路・河川監視カメラや危機管理型水位計によるモニタリング体制の拡充等

のＩＣＴを活用した道路・河川管理体制のデジタル化を推進します。 

 

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

県民が安全で快適な暮らしを実感できるよう、効果的な雑草対策や舗装修繕、側溝

整備、区画線の引き直し等の適切な道路維持管理を行うとともに、地域と協働の道づ

くりや通学路・生活道路における交通安全対策を進めます。 

また、河川・砂防ダムの堆積土砂の計画的な撤去や、盛土規制法に基づく規制区域

の指定、良好な住環境実現のための下水道未普及地域解消に向けた整備や広域化・共

同化の推進、空き家の除去や活用の支援、県営住宅の改修に取り組みます。 
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（３）豊かで活力のある地域づくりの推進 

県民生活の利便性向上や産業・地域の活性化に向けて、地域間交流を促進する幹線

道路ネットワークの構築に向けた高規格道路及び直轄国道の整備を促進するとともに、

県管理道路の整備を推進します。 

また、駅前の賑わいを創出するための道路空間再編や花とみどりの三重づくり基本

計画に基づく取組の推進、質の高い街路樹管理のほか、子どもや子育て世帯の目線に

立った公園への再整備や県産木材の利用推進、インフラを活用した観光誘客の促進に

取り組むことで、豊かで活力のある地域づくりを推進します。 

 

（公共事業の的確な推進） 

上記３本柱の取組の推進にあたっては、地域の建設業が将来にわたって存続できる

よう、建設産業活性化に向けた取組が必要不可欠です。 

建設産業の活性化に向けて、「三重県建設産業活性化プラン２０２４」に基づき、

教育機関との連携などによる「担い手の確保」、週休二日制の定着やバックオフィス

の導入等による「労働環境の改善」、建設ＤＸの普及啓発や受発注者におけるＩＣＴ

活用促進等による「生産性の向上」に取り組むとともに、これらの取組に不可欠な企

業の安定経営に向けた取組を継続的に実施します。 

 

 

２ 主な重点項目 
 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

 

◎住宅・建築物耐震促進事業              [住宅政策課（224-2720）] 

 [建築開発課（224-2752）] 

予算額  ２６８,６８３千円 

（２９８,８６８千円 ２月補正予算含みベース） 

木造住宅の耐震診断、耐震補強設計、耐震補強工事、除却等を支援するほか、耐震

補強工事費の低減を図るため、精密診断法による耐震補強設計及び低コスト工法の講

習会を開催します。また、避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を

行います。 

 
◎直轄道路事業                                       ［道路企画課（224-3016）］ 

予算額  １０,９６１,５０６千円 

（13,488,342千円 令和6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワークの構築・機能強化を促進しま

す。 具体的には、元気な地域づくりを支えるとともに、災害発生時には「命の道」と

して重要な役割を果たす近畿自動車道紀勢線をはじめ、東海環状自動車道等の高規格

道路や北勢バイパス、中勢バイパス（立体化・４車線化）、鈴鹿四日市道路、国道１号

（桑名東部拡幅）、国道 42号（松阪多気バイパス）等の直轄国道の整備促進に向けた

取組を進めます。  
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◎道路改築事業                      [道路建設課（224-2630）] 

予算額  8,343,006千円            

（12,718,847千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

強化やバイパス等の抜本的な整備、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めま

す。また、身近な生活道路では、車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円

滑な交通の確保に向けた整備を進めます。さらには、早期に事業効果を発現できる待

避所の設置など柔軟な対策も織り交ぜた道路整備を進めます。 

 

◎緊急輸送道路等機能確保事業               [道路建設課（224-2672）] 

予算額   ８,132,５24千円          

（12,090,256千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路等の橋の耐震・流

失対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違い困難箇所の道幅拡幅を進めます。また、

地震により橋台と盛土の間に大きな段差が生じ、通行機能が低下することが無いよう、

適切な対策を行うとともに、復旧のための備蓄資材の確保等により初動体制の強化を

図ります。 

 

◎港湾事業                      [港湾・海岸課（224-2691）] 

予算額 １，070，573千円          

（１，１０5,173千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、岸壁等の老朽化対策を進めます。

また、鳥羽港（中之郷地区）において岸壁の耐震対策を進めます。 

 

◎港湾管理費（放置船舶の撤去・処分）          [港湾・海岸課（224-2700）] 

予算額  45，０００千円          

港湾区域等において良好な環境を保全するため、所有者不明の放置船舶の撤去・処

分及びその対策を行います。 

 

◎街路事業                      [都市政策課（224-2706）] 

予算額  ９９７，２５２千円          

（１,３０５，９５０千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

「三重県無電柱化推進計画」に基づき、台風や地震による電柱倒壊で甚大な被害を受

けやすい市街地の緊急輸送道路において、防災・減災対策として電線類の地中化を行

うなど、街路事業による市町のまちづくりを進めます。 

 

◎流域下水道事業                  [下水道事業課（224-2725）] 

予算額 8，896，544千円          

（9，169，019千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 
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◎流域治水事業                     [河川課（224-2679）] 

予算額  １２,304,148千円          

（18,211,747千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

流域全体で行う水災害対策を取りまとめた「流域治水プロジェクト」の取組を進め

ます。河川や砂防えん堤に堆積した土砂の撤去や樹木の伐採、治水上重要度の高い河

川の改修を重点的に進めることで治水安全度の向上を図るとともに、大型水門等の耐

震対策を進めます。また、鳥羽河内ダムは、令和10年度の完成に向けて進捗を図りま

す。さらに、気候変動をふまえた河川整備計画の見直しを進めます。 

 

◎土砂災害防止対策事業                [防災砂防課（224-2697）] 

予算額 ３,０30,７１７千円          

（５,６8８,47７千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、土砂災害警戒区

域等の指定について基礎調査を進めます。 

 

◎高潮等対策事業                    [港湾・海岸課（224-2690）] 

予算額  ２,２97,１14千円          

（3,482,114千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。 

 

◎インフラメンテナンス事業               [道路管理課（224-2677）] 

[河川課（224-2686）] 

[港湾・海岸課（224-2700）] 

[防災砂防課（224-2705）] 

予算額  ３,706,512千円          

（６,686,944千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

老朽化が進んでいる道路・河川・海岸などの施設について、持続可能な予防保全型

のメンテナンスサイクルへの転換に向け、長寿命化計画に基づく計画的な点検や効果

的な修繕・更新を行います。 

 

◎道路ＤＸ事業                     [道路管理課（224-2677）] 

予算額  ２７，３００千円          

平常時や災害時における道路観測体制を拡充するため、道路ＤＸ中期計画に基づき

道路の監視カメラ設置を進めます。 

 

◎河川ＤＸ事業                      [河川課（224-2682）] 

予算額  ５０,０００千円          

水防活動や住民の適切な避難行動を促すため、河川ＤＸ中期計画に基づき河川の監

視カメラや危機管理型水位計の設置を進めます。 

 

4



（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

 

◎道路維持管理事業                  [道路管理課（224-2675）] 

予算額  8,810,408千円          

災害時の避難・救助をはじめ、物資供給等の応急活動を行う緊急車両の通行を確保

するため、緊急輸送道路を中心に老朽化が進行する舗装や区画線等の道路施設の修繕

を進めます。道路利用者や沿道住民等からの要望が非常に多い雑草対策については、

路肩等に張コンクリートや防草シートの設置などの雑草抑制対策を計画的かつ重点的

に実施します。また、自治会委託や美化ボランティア等の制度の更なる見直しも含め、

様々な工夫や新たな取組みを、地域の皆様の声を聴きながら進めます。 

街路樹の樹形管理を地域の特性に応じて進めるとともに、花植え活動等を実施し、

良好な道路空間の形成を進めます。 

道路施設の脱炭素化に向けて、トンネル照明灯のＬＥＤ化を計画的に進めます。 

 

◎交通安全対策事業                  [道路管理課（224-2677）] 

予算額  １，７４４，７１４千円          

（1,791,464千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

教育委員会・市町・警察署・道路管理者等の関係者で構成され、通学路の更なる安

全向上を図る継続的な取組である「通学路交通安全プログラム」に基づく対策箇所や、

交通事故が多発している箇所、ETC2.0プローブデータ等のビッグデータから判明した

潜在的な危険箇所等について、関係者と連携しながらスピード感を持って着実に対策

を進めます。 

 

◎流域下水道事業【再掲】               [下水道事業課（224-2725）] 

予算額  8，896，544千円          

（9，169，019千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 

 

◎空き家対策支援事業                  [住宅政策課（224-2720）] 

予算額   １７,０２５千円          

危険な空き家（特定空家等）の除却のほか、移住定住のための空き家リフォームや、

地域活性化施設（非住宅）に改修するなどの空き家の利活用を支援します。また、空

き家の適正管理や活用に係るセミナーを開催します。 

 

◎公営住宅管理事業                  [住宅政策課（224-2703）] 

予算額  ７50,898千円 

県営住宅の管理を適切に行うとともに、移住定住を促進するため、県営住宅の空き

住戸を活用し、移住者向けのお試し用住宅や定住用住宅を提供します。 

 

◎公営住宅建設事業                   [住宅政策課（224-2703）] 

予算額  ２７２，９９６千円          

県営住宅の長寿命化を図るため、外壁改修および屋上防水改修工事等を行うととも

に、居住性を高めるため、バリアフリー改修工事等を行います。 
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◎建築基準法施行事業                  [建築開発課（224-2752）] 

予算額   １０，404千円          

不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・助言を行う

とともに、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促します。 

 

◎海岸漂着物等地域対策推進事業            [港湾・海岸課（224-2700）] 

予算額  2０，０００千円          

海岸における良好な環境の保全を図るため、海岸漂着物や流木等の撤去を行います。 

 

 

（３）豊かで活力のある地域づくりの推進 

 

◎直轄道路事業【再掲】                              ［道路企画課（224-3016）］ 

予算額  １０,９６１,５０６千円 

（13,488,342千円 令和6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワークの構築・機能強化を促進しま

す。 具体的には、元気な地域づくりを支えるとともに、災害発生時には「命の道」と

して重要な役割を果たす近畿自動車道紀勢線をはじめ、東海環状自動車道等の高規格

道路や北勢バイパス、中勢バイパス（立体化・４車線化）、鈴鹿四日市道路、国道１号

（桑名東部拡幅）、国道 42号（松阪多気バイパス）等の直轄国道の整備促進に向けた

取組を進めます。  

 

◎道路改築事業【再掲】                   [道路建設課（224-2630）] 

予算額  8,343,006千円            

（12,718,847千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

強化やバイパス等の抜本的な整備、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めま

す。また、身近な生活道路では、車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円

滑な交通の確保に向けた整備を進めます。さらには、早期に事業効果を発現できる待

避所の設置など柔軟な対策も織り交ぜた道路整備を進めます。 

 

◎道路調査事業                    [道路企画課（224-2739）] 

予算額   41,１００千円          

地域の自立的発展や地域間の連携を支える高規格道路の早期整備や事業化に向け、

調査・検討を進めます。津駅周辺においては、道路空間の再編や交通結節点の強化な

どによる公共交通の利便性の向上を図るため、関係機関と協働しながら、津駅周辺基

盤整備の方向性（ビジョン）に基づきそれぞれの取組を進めるとともに、県内の総合

交通ターミナル計画の策定に向け、検討を進めます。 
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◎都市計画策定事業                  [都市政策課（224-2718）] 

予算額   30,566千円          

コンパクトで賑わいのあるまちづくりを進めるため、R6年度に完了する都市計画基

礎調査の結果に基づいた次期マスタープラン策定に向け、本県の都市計画の基本的な

考え方を記載した都市計画基本方針の策定に着手するとともに、立地適正化計画未策

定の市町への支援を行います。また、「花とみどりの三重づくり基本計画」に基づき、

啓発活動を行うなど花とみどりの活用を推進します。 

 

◎都市公園整備事業                  [都市政策課（224-2706）] 

予算額  1,200,310千円          

（1,267,810千円 令和 6年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

子どもや子育て世帯の目線に立った公園や防災機能を兼ね備えた公園へのリニュー

アル、安全安心を確保する老朽化対策を推進します。 

 

（公共事業の的確な推進） 

 

◎公共事業評価制度事業              [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額  ７０３千円          

「三重県公共事業評価審査委員会」を開催し、公共事業の再評価・事後評価を行う

ことにより、公共事業を取り巻く状況の変化に対応し、適正な執行を行います。 

 

◎入札等監視委員会開催事業               [建設業課（224-2723）] 

予算額  ３９６千円          

「三重県入札等監視委員会」を開催し、公共工事の公正性・透明性を確保しつつ、

公共事業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な運用を行いま

す。 

 

◎公共工事設計積算システム事業            [技術管理課（224-2208）] 

予算額  161,496千円          

積算基準や設計単価等に基づいて、公共事業の予定価格を算出するために使用する

設計積算システムの更新を行います。 

 

◎公共事業支援統合情報システム事業          [技術管理課（224-2208）] 

予算額  84,271千円          

公共事業で電子納品された成果品を一括管理する統合データベースの機器更新を令

和６年度に完了することから、令和７年度においてはシステムサーバーのOSサポート

切れ対応等の改修を行います。また、オンライン電子納品の導入や円滑なデータ活用

に対応するための基本設計業務を進めます。 

 

◎三重県建設産業活性化プラン推進事業      [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額  12,406千円          

  建設産業の活性化に向けて、建設業における担い手の確保や生産性の向上、バック

オフィス業務の普及・促進などの労働環境の改善の取組を実施するとともに、企業や

就業者に対するアンケート調査を実施し、取組の実態の把握や効果を検証することで、

計画的かつ着実に取組を進めます。 
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◎ 議案補充説明 

（４）議案第５号 

「令和６年度三重県一般会計補正予算（第７号）」（関係分） 

（５）議案第７４号 

「令和６年度三重県一般会計補正予算（第８号）」（関係分） 

（６）議案第８５号 

「令和６年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算（第２号）」 

 

 

１ 会計別総括表                                         （単位：千円） 

区     分 補正前の額 
補 正 額 

（第７号） 

補 正 額 

（第８号） 

補正後の 

予算額 

  一 般 会 計 115,261,354 271,288 △ 2,387,048 113,145,594 

 土 木 費 107,863,632 271,288 △ 155,000 107,979,920 

災害復旧費 7,397,722 ―  △ 2,232,048 5,165,674 

  特別会計（港湾整備事業） 129,189  ―  △ 102 129,087 

合    計 115,390,543 271,288 △ 2,387,150 113,274,681 

 

２ 事業別総括表（一般会計）                           （単位：千円） 

※会計別総括表、事業別総括表の「補正前の額」には、議案第２号「令和６年度三重県 

一般会計補正予算（第６号）」での補正額３，９６８，３５４千円を含んでいます。 

区     分 補正前の額 
補 正 額 

（第７号） 

補 正 額 

（第８号） 

補正後の 

予算額 

公 

共 

事 

業 

国補公共事業 42,766,002 

9,0,382 

21,706,551 

77,867,251 

463,178 

8,381,395 

86,711,824 

16,703,574 

103,415,398 

―  1,091 42,767,093 

直 轄 事 業 19,246,384 ―  △ 7,850 19,238,534 

県単公共事業 26,422,691 ―  490,929 26,913,620 

小  計 88,435,077 ―  484,170 88,919,247 

受託公共事業 2,129,700 ―  △ 145,780 1,983,920 

災害復旧事業        7,397,722 ―  △ 2,232,048 5,165,674 

計 97,962,499 ―  △ 1,893,658 96,068,841 

その他事業（非公共事業） 

（ 非 公 共 事 業） 

一般会計 

17,298,855 271,288 △ 493,390 17,076,753 

合    計 

一般会計 

115,261,354 271,288 △ 2,387,048 113,145,594 
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【国補公共事業】       １０９万 １千円 

 （主なもの） 

   砂防事業        １２６万 ２千円 

 

 

【直轄事業】         △ ７８５万円 

 （主なもの） 

   直轄港湾事業負担金   △ ６７８万 ９千円 

 

 

【県単公共事業】        ４億 ９，０９２万 ９千円 

 （主なもの） 

   維持事業        ４億 ９，３０６万 ９千円  

 

 

【受託公共事業】       △ １億 ４，５７８万円 

 （主なもの） 

   河川事業         △  １億 ３，５９８万 ３千円  

 

 

【災害復旧事業】              △ ２２億 ３，２０４万 ８千円 

 （主なもの） 

   令和６年災害土木（建設）復旧費   △ １９億 ７，３４３万 ９千円 

令和６年県単災害土木復旧費     △  ２億 １，８７５万 ５千円 

 

  

【その他事業】        ２億 ７，１２８万 ８千円（第７号。人事委員会勧告に 

基づく給与改定） 

     

          △ ４億 ９，３３９万円 （第８号） 

 （主なもの） 

   管理費（人件費等）  △ ４億 ６，７６９万 ７千円 
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【繰越明許費】 

 

（繰越明許費一覧表）                         （単位：千円） 

科     目 補正前の額 
今回追加・ 
変更を行う額 

補正後の額 備      考 

一般会計 19,774,341 35,058,332 54,832,673  

土 木 費 19,774,341 31,296,739 51,071,080  

土 木 管 理 費 ―  8,625,657 8,625,657 
公共土木施設維持管理費

ほか２事業 

道路橋りよう費 10,357,694 12,281,084 22,638,778 
道路整備交付金事業費 

ほか１４事業 

河 川 海 岸 費 8,313,349 8,233,724 16,547,073 
砂防整備交付金事業費 

ほか２３事業 

港  湾  費 727,100 1,214,365 1,941,465 
海岸侵食対策（港湾）費 

ほか７事業 

都 市 計 画 費 376,198 911,224 1,287,422 
国補街路事業費ほか 

１０事業 

住  宅  費 ―  30,685 30,685 住まい安心支援事業費 

災害復旧費 ―  3,761,593 3,761,593  

土木施設災害復旧費 ―  3,761,593 3,761,593 
令和６年災害土木（建設）

復旧費ほか５事業 

  県土整備部 計 19,774,341 35,058,332 54,832,673  
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（７）議案第１３号 

「令和６年度三重県流域下水道事業会計補正予算（第４号）」 

 

企業会計（流域下水道事業）総括表              （単位：千円） 

              
補正前の額 補 正 額 

補正後の 
予算額 

収益的収入 (ｱ) 14,558,847 1,616 14,560,463 

収益的支出 (ｲ) 14,430,272 3,248 14,433,520 

収益的収支差 (ｱ)-(ｲ) 128,575 △1,632 126,943 

純損益（税抜き）   141,780 △1,348 140,432 

資本的収入 (ｳ) 8,359,724 － 8,359,724 

資本的支出 (ｴ) 8,984,425 － 8,984,425 

  うち、建設改良費    5,978,830 － 5,978,830 

資本的収支差 (ｳ)-(ｴ) △624,701 － △624,701 

  ※資本的収支差 624,701千円は、損益勘定留保資金で補填します。 
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（８）議案第８９号 

「令和６年度三重県流域下水道事業会計補正予算（第５号）」 

 

企業会計（流域下水道事業）総括表              （単位：千円） 

              
補正前の額 補 正 額 

補正後の 
予算額 

収益的収入 (ｱ) 14,560,463 39,586 14,600,049 

収益的支出 (ｲ) 14,433,520 △154,324 14,279,196 

収益的収支差 (ｱ)-(ｲ) 126,943 193,910 320,853 

純損益（税抜き）   140,432 178,191 318,623 

資本的収入 (ｳ) 8,359,724 － 8,359,724 

資本的支出 (ｴ) 8,984,425 － 8,984,425 

  うち、建設改良費    5,978,830 － 5,978,830 

資本的収支差 (ｳ)-(ｴ) △624,701 － △624,701 

  ※資本的収支差 624,701千円は、損益勘定留保資金等で補填します。 
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（９）議案第４５号 

「三重県手数料条例の一部を改正する条例案」（関係分） 
 

１ 宅地建物取引業の免許又は免許の更新申請手数料の新設 

（１）改正理由 

宅地建物取引業の免許の申請に係る手数料は、地方自治法に基づき、地方公共団

体の手数料の標準に関する政令で定める金額を標準として条例で定めることとされ

ており、同政令が改正されたことから、申請手数料を新設するものです。 

 

（２）改正内容 

 宅地建物取引業の免許のオンライン申請の開始に向け、オンライン申請に係る免

許手数料 26,500円を新たに規定します。 

（従来の申請方法による場合は額（33,000円）の変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）条例の施行期日 

   令和７年４月１日 

申
請
者 

書面申請 

持参・郵送 三
重
県 

宅建システム 

システム 

入力 

申
請
者 

オンライン申請 

インターネット 国土交通省 

手続業務一貫 

処理システム 

（eMLIT） 

現 状 

改正後 

三
重
県 

情報の相互連携 

 

宅建システム 
 

審査/承認 情報照会 

※従来の書面申請に加え、下記のオンライン申請も可能 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正 

オンライン申請に係る免許手数料 26,500 円が規

定された（令和７年４月１日付けで施行） 

 

国の政令改正を受けて、オンライン申請の免許手数料 26,500円

を新設し、令和７年４月１日からオンライン申請の受付を開始 
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２ 建築士事務所登録手数料の整備 

（１）改正理由 

物価高騰等に鑑み、建築士事務所登録手数料を整備するものです。 

 

（２）改正内容 

 物価・人件費の高騰及び国土交通省からの技術的助言（令和６年９月４日付け）

の発出に伴い、建築士事務所の登録に関する事務を円滑に実施するため、建築士事

務所登録手数料の額を整備します。 

 

（現行）一級建築士事務所登録    17,000円 ⇒（改正案） 23,000円 

（現行）二級・木造建築士事務所登録 12,000円 ⇒（改正案） 23,000円 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）条例の施行期日 

  令和７年４月１日 

 

 

建築士事務所の登録事務は、三重県が指定した指定事務所登録機関が行っています 

 

指定事務所登録機関：一般社団法人 三重県建築士事務所協会 

〇建築士法（第 27条の２）で、その役割（建築士事務所の開設者への指導・勧告、苦

情解決や研修など）が規定された一般社団法人です 

〇県内の建築士事務所の開設者を会員とし、建築士事務所業務の適正な運営や建築主

の利益保護を目的としています 

〇県の指定事務所登録機関の指定を受け、平成 22年から建築士事務所の登録事務を行

っています 

〇登録手数料は当該機関の収入となります 

物価・人件費の高騰 

 

国土交通省の技術的助言（令和６年９月４日付け） 

指定事務所登録機関における事務に要する実務の

実態を勘案した手数料算定の考え方が示された 

 

実務の実態を勘案した登録手数料に改定することに

より、建築士事務所の登録事務の円滑な実施を確保 
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３ 宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく許可申請手数料等

の新設 

（１）新設理由 

盛土規制法に基づく新たな規制区域（宅地造成等工事規制区域、特定盛土等規制

区域）を令和７年５月 26日より県内全域に指定することから、一定規模以上の盛土

等に対して許可が必要となるため、申請手数料等を新設するものです。 

 

（２）新設内容 

盛土規制法に基づく規制区域指定に伴い、宅地造成及び特定盛土等に関する工事

の許可申請手数料等を新設します。 

 

（３）条例の施行期日 

  令和７年５月 26日 
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４ 指定機関に納付するサービス付き高齢者向け住宅登録申請手数料等の

削除 

（１）改正理由 

高齢者の居住の安定確保に関する法律の規定に基づく指定登録機関（公益財団法

人三重県建設技術センター）の廃止に伴い、規定を整備するものです。 

 

（２）改正内容 

サービス付き高齢者向け住宅の登録等の申請に対する審査の手数料として、指定

登録機関に納付される「サービス付き高齢者向け住宅登録申請手数料等」について

の規定を削ります。 

 

（３）条例の施行期日 

  令和７年４月１日 
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	分科会資料（県土整備部関係）

